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背景の整理

 

■まちづくりのグランドデザイン 

「のびやかＪプラン」 
 

①ホワイトバレー構想 

研究開発・高次産業の集積拠点 

②広域交流基盤整備構想 

中核都市機能の形成を推進 

 

 

高等教育機関の設置を明示 

■市政の基本方向・将来都市像 

「みどりの生活快適都市・上越」

基本的視点

■大学設置の検討に当って、基本的視点として次の２点が重要

① 大学設置によって得たい効果（設置目的）の明確化

② 設置目的と制度の動向を踏まえた「設置・運営方法」の検討

立地へ向けた今後の課題

④人材育成の理念と施策の体系化

③まちづくりにおける大学設置の

位置付けの明確化

⑤地域内連携の強化

⑥教育・研究関係者とのネットワークの構築

⑦既設大学の活用・連携・支援策の再検討

⇒設置・運営に莫大な財政負担と人材の投入が必要

であることから、どのタイミングで、どのように

活用するかを戦略的に検討することが必要。

⇒大学の「教育・研究分野の選定」や「地域として

の大学の活用策」を検討する上で、理念の体系化

が必要。

⇒市の人材育成施策における位置付けの明確化（謙

信公アカデミーとの連携）

⇒財源や準備スタッフの人材確保のためにも地域内

連携の強化が必要。

⇒大学設置は、地域全体の将来に大きな影響と効果

をもたらすと考えられるので、将来の地域のあり

方について地域全体で検討することが必要。

⇒「研究分野」や「大学制度自体」が従来の枠組み

で捉えられなくなってきているの現状を踏まえ、

設置する大学の「理論的・理念的中心となれる人

材」の発掘と、そのための人的ネットワークの構

築が必要。

⇒既設の上教大、看護短大の立地を地域で最大限活

かせているか検証が必要。

⇒国立大学の独立行政法人化を契機として上教大と

地域のあり方を再検討する必要性が高い。

⑧新たな高等教育システムの検討

⇒既存の高等教育制度の枠にとらわれない新たなシ

ステムの検討も必要。

設置に関するケーススタディ

◎通常、大学設置のためには数百億円規模の事

業費が必要になる。

◎設置のための準備業務はソフト・ハード面共

に複雑・多岐にわたり、そのための時間とス

タッフが必要となる。

（準備組織設置後、最低４年は必要。構想段

階からであれば６年程度は必要）

★公立大学新設時の標準的な事業費（校地以外）

四つの分野は、地元での大学立地のニーズや

上越市の特性を考慮し、例示として設定。
人材の確保

人口増加

経済効果

地域のイメージアップ

生涯教育の環境の充実

企業の開発能力の向上

行政への反映

市民の学習機会の増加

進学先の選択肢の増加

外部からの学生・教員・職員の流入

消費拡大効果（一時的・恒常的）

雇用機会の拡大

保護者の経済的負担の軽減

人材育成

専門的・先進的な研究

産業の活性化

より質が高い行政の実現

地域の文化水準の向上

若者の定着

地域の活性化

日本社会・世界
への貢献

（
大
学
設
置
本
来
の
効
果
）

（
二
次
的
な
効
果
）

地域の進学率の向上

ケース３ 環境工学系大学 収容定員：８００人 
3学科（60,60,80） 

校地 施設・設備 運営 

９．５ha 約 35,000 ㎡（延床） ― 

― 
１９７億円 
※施設：123億円 

（35 万円/㎡） 

約１４億円 
（年間歳出額） 

 

ケース４ 芸術系大学 収容定員：８００人 
3学科（60,60,80） 

校地 施設・設備 運営 

７．２ha 約 27,000 ㎡（延床） ― 

― 
１３５億円 
※施設：95 億円 

（35 万円/㎡） 

約１０億円 
（年間歳出額） 

 

ケース２ 福祉・人間科学系大学  収容定員：８００人
 

２学科（100,100） 

校地 施設・設備 運営 

４．７ha 約 19,000 ㎡（延床） ― 

― 
７１億円 
※施設：67 億円 

（35 万円/㎡） 

約１１億円 
（年間歳出額） 

 

出所）『和歌山市立大学設置可能性調査報告書』

（平成 11年 12月和歌山市）を参考に作成

ケース１ 語学・国際系大学  収容定員：８００人
 

２学科（100,100） 

校地 施設・設備 運営 

４．５ha 約 18,000 ㎡（延床） ― 

― 
７０億円 
※施設：63 億円 

（35 万円/㎡） 

約８億円 
（年間歳出額） 

 

 ■高等教育機関をめぐる情勢 

①原則抑制の方向 

・少子化による 18才人口の減少 

②高等教育の質的向上・多様化へ

の要請 

・進学意識の向上 

・グローバル化時代への対応 

・大学改革の推進 

・社会へ開かれた高等教育 

①立地による効果の類型と考え方

②設置・運営方法のシナリオ

シナリオ 長所 短所 備考 

広域連合立大学  

１ 大学新設 

公設民営方式によ

る私立大学 

構想検討から運

営まで、最も主体

的に参画が可能 

財源や業務的

な負担が最も

大きい 

・独立採算制の採用と、柔

軟な運営体制の確保か

ら、公設民営方式が望ま

しい 
・県立短大の４年制化の動

き次第で広域連合立大

は不可能 

県立大学 
設立・運営時の負

担が少ない 
・県立短大の４年制化の動

向次第で、設置不可能 
２ 全学誘致 

私立大学 
運営時の負担が

少ない 

構想検討や運

営について、

主体的な参画

が困難 ・進出する私学探しは困難

な情勢 

県立大学 
設立・運営時の負

担が少ない 
 

３ 
一部（学部・学科）

誘致  
私立大学 

運営時の負担が

少ない 

構想検討や運

営について、

主体的な参画

が困難 ・進出する私学探しは困難

な情勢 

県立看護短大 
（県立看護大学） 

設立・運営時の負

担が少ない 
― 

４ 
既設大学の 
学部・学科増設 

上越教育大学 ― ― 

・上越市として目指す目的

を果たすことが可能

か？ 
・両大学とも新たな支援・

協力のあり方を検討す

る必要性が高い 

５ 新たな高等教育システムの創造 ― ―  

 

★これからの大学設置に

おいて目指すべき効果

①上越市における新たな大学像の詳細な検討

高等教育システムの検討
⇒時代の流れを読み、社会的な要請を踏まえて、日

本社会や世界へ貢献できる大学像の検討が必要。

②財源の確保

 ■地元ニーズ 

①市議会からの要望・提言 

②地域団体からの要望 

③市民からの要望 

④住民意識調査 

★高校生・保護者アンケート実施 

⇒高校生の６割、保護者の７割が 

新たな大学を必要と回答。 


